
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010301040101 事務事業名 消防水利整備事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H H 18 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 消防施設費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

耐震性貯水槽４０ｔ槽設置数及び簡易１０ｔ槽設置数 基 4 0 0 4 4

防火水槽及び消火栓等の改修数 基 20 16 16 20 20

防火水槽撤去数 基 1 1 0 1 0

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

市民 霧島市人口 人 125,447 120,000 125,755 130,000 130,000

消防職員 霧島市消防職員数 人 180 181 181 180 181

消防団員 霧島市消防団員数 人 1,159 1,198 1,236 1,300 1,300

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

現有水槽数 基 856.0 851.0 888.0 892.0 896.0

設置、修繕 箇所 20 16 16 20 20

撤去 基 1 1 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

必要な施設や資機材が整う 救急車の整備率 ％ 89 89 89

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 10,772 0 0 0 10,772

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 18,131 5,531 5,519 5,601 23,178

千円 28,903 5,531 5,519 5,601 33,950

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 28,903 5,531 5,519 5,601 33,950

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

消防法第20条

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　国庫補助対象である耐震性貯水槽４０㎥型（防火水槽）を設置。また、耐震性貯水槽４０㎥型を設置できない地域（工事用大型車の進入困難場所
、用地問題等）においては簡易の10ｔ槽（移動可能）を設置し、市の消防に必要な水利（消防水利）を確保する。
　その他、既存の防火水槽の撤去や修繕を必要に応じて行っている。
【耐震性貯水槽】・・・・強度が強く、震度７程度の地震に耐えられ、防火用水としての機能だけでなく、生活用水（飲料水を含まない）としても有効な
水槽である。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
確実な水利を確保することで市民に安
心感を与える。

イ
早期消火により、被害を最小限に止め
ることができる。

ウ
安全確実な水利の確保により、消火活
動を円滑にすることができる

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

消防法（昭和23年）消防水利の基準を定めたこ
とによる。市民の防災意識が高まる中、耐震性
貯水槽（防火水槽）設置の必要性、要望は高ま
ってきており、耐震性貯水槽については国庫補
助金を申請し関係機関と協議のうえ、設置して
いる。その他、民有地にある既存の防火水槽の
撤去も協議の上実施している。防火水槽の設置
時と現在の環境の変化が撤去要望へとつなが
っているものと思われる。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

１　耐震性貯水槽　　設置無し

２　簡易１０ｔ槽　設置無し

３　防火水槽撤去　無し
　
４　簡易５ｔ槽　移設１基
※春山地区（国分）　⇒　平野地区（福山）へ移設。

平成２９年度については、耐震性貯水槽の新設は行えなかったが、設置
に向けた調査等を実施した。また、管内の水利状況を見直し春山地区（
国分）の４０ｔ槽近くに設置してあった５ｔ槽を水利の少ない平野地区（福
山）へ移設するなど、適切な水利配置に努めた。
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0109010301040101 消防水利整備事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
自然水利（河川等）のない地域の火災に備えるため、消火に必要
な安全確実な水利を設置、確保することは、消火活動が円滑にな
り人命、財産を守ることにつながり消火活動に威力を発揮すること
は事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防法第２０条（消防に必要な水利施設は、当該市町村がこれを
設置、維持し及び管理するものとする。）により、市が行う義務があ
り、市が本事務事業を行なうことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
霧島市の消防水利設置基準に対して現在は半分にも満たないた
め、今後も財源が許す限り設置を進めていく予定であり水利を設
置することによって成果が向上する余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
火災時に消防職員、消防団員の消火活動が困難になることは元
より水利が無いことにより、市民の生命、財産を守れず被害が拡大
することが予想され影響がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

耐震性貯水槽については、二次製品（工場でほぼ完成しているも
のを設置現場に運び込み据え付けるもの）を地下に埋め込む工法
である。現場状況で工事費も違い、国庫補助金利用の関係もあり
、削減は難しい状況にある。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

耐震性貯水槽の事業費の約半分は国の補助金で、残額は起債
で対応しているので事務は正規職員でなければならず、これ以上
の効率化や削減は図れない状況にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

地域住民、または各消防署所等からの要望で市内全地域を設置
対象にしている。全市民の生命・財産を火災から守るための事業
であり公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成30年度は設置個所の事前確認、調査を行い耐震性貯水槽（４０ｔ槽）を４基設置する予定である。平成31年度も引き続き耐震
性貯水槽（４０ｔ槽）を設置に向けて設置個所の調査等を行い安全確実な水利の確保を目指す。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

耐震性貯水槽（４０ｔ槽）設置については、国庫補助対象であるので設置場所を検討し要望に応えていきたい。また４０ｔ槽設置困
難な地域については、１０ｔ槽や５ｔ槽を設置するなど安全確実な水利の確保に努めたい。また民有地にある防火水槽の撤去につ
いても、その都度、慎重に検討し対応していきたい。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0109010301040101 消防水利整備事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 457 551 500

51 51

0 0

0 0

0 0

0 0

406 500 500

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0 400

14 0 0

15 0 0 28,000

16 62 50 50

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 5,000 5,000 5,000

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

5,519 5,601 33,950

0 0 10,772

0 0

0 0

0 0

5,519 5,601 23,178

計 5,519 5,601 33,950

当初予算 5,531 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 5,531 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040102 事務事業名 消防団車両管理事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H H18 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 消防組織法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

車検入札実施回数 回 7 7 7 7 7

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団車両 車検対象車両 台 44 42 42 40 40

消防団車両 一般修繕 回 39 40 37 40 40

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

％ 100 100 100 100 100

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

必要な施設や資機材が整う 救急車の整備率 ％ 89 89 89

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 7,058 8,080 7,572 8,718 8,718

千円 7,058 8,080 7,572 8,718 8,718

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 7,058 8,080 7,572 8,718 8,718

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　市内の既存の消防団車両の維持管理（燃料費、修繕料「一般修繕費、車検整備費」、自動車損害共済基金分担金、任意保険料、自賠責保険料
及び重量税の支払い）に関する事務を行う。
　燃料費は、霧島市燃料単価表の単価に基づいて算定する。
　消防団車両（緊急車両）は２年ごとに車検になるので、各方面隊ごとに、車検満了となる消防車両一台一台について指名競争入札を行って請負
業者を決定している。車検終了後、車検にかかる費用、保険料、重量税の請求書が業者から提出された後、支払いを行う。車検整備の時点で追加
整備を行う場合は、業者から連絡をもらいその必要性を確認し追加整備をする。
　消防団の通常点検で車両に不都合が生じた場合は、その都度連絡をもらい確認する。その後業者へ修繕を依頼する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
消防団車両の徹底した維持管理を行
い、災害に備える。

車検対象車両数に対する車検を受けた車両
数の割合

イ
消防団車両の徹底した維持管理を行
い、災害に備える。

一般修繕の必要な車両数に対する一般修繕
を施した車両数の割合

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

昭和２２年に消防組織法が施行され、それに伴
い自治体消防制度が発足したことにより開始さ
れた。
消防団車両については火災や災害出動時に影
響がないように通常より各消防団の分団、部で
点検整備しており、故障等についてはその都度
、市で修理を行ない火災、災害など緊急出動等
に備えている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

非常備消防において使用する車両の燃料給油、点検整備等を行う。
（消防団車両の燃料給油、一般修理、車検点検整備、タイヤ交換等）

消防団車両の整備、維持管理を行う事で、故障等による修理を行なう事
によって火災、災害時の緊急出動に機動力を発揮出来た。
車検についても、計画的に実施し、適正な管理を行っている。
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0109010201040102 消防団車両管理事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

非常備消防車両の適切な維持管理に努め、これまで以上に操作手順等の徹底を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
消防組織法第一条、第十八条、第十九条に基づく消防団の設置
に伴い、団員が火災、災害現場に駆けつけ消火、災害活動する
に必要不可欠な消防団車両の維持管理を行い火災、災害時に停
滞なく出動出来るように備えることは、事業の意図に結びついてい
る。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防団車両は団運営、団活動に欠かせないものであり、維持管理
には予算が伴うため、市が本事務事業を行なうことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
車両の修繕は、経年劣化による不可避的なものがほとんどである
。いつ起こるかわからない火災や災害出動に備えて万全の状態で
保たないといけないため通常から消防団による整備点検を行って
いる。故障が発生したらその都度確認し、市で修理等を行ってい
る。このようなことから向上する余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
消防団車両の点検、修理整備、車検が出来ないと、活動時に消
防団車両を使用することができず火災、災害時に災害活動に影響
がある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

車両の維持管理については通常から消防団が行っているが、維
持管理を徹底し修繕を減らすようにしている。経年劣化や突発的
な故障などは防げない現状にあり、現在でも必要最小限の予算で
あるため削減できない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

車両の車検入札、修理等の業者依頼は職員が実施しており、車
検、修繕等は業者に依頼している。このようなことから必要不可欠
な経費であり削減できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内の全消防団車両を対象とし、定期的に対象方面隊管内毎に
車検入札を実施し維持管理を行なっており公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

操作方法の誤りなどにより、非常備消防車両に不具合が生じないよう、定期的な車両点検及び操作手順の一層の徹底を図ること
により、緊急出動時への体制整備が図られる。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0109010201040102 消防団車両管理事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 4,447 5,711 5,711

0 0

987 1,200 1,200

0 0

0 0

0 0

3,460 4,511 4,511

0 0

0 0

0 0

12 1,577 1,622 1,622

0 0

0 0

0 0

1,577 1,622 1,622

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 1,548 1,385 1,385

28 0 0

7,572 8,718 8,718

0 0

0 0

0 0

0 0

7,572 8,718 8,718

計 7,572 8,718 8,718

当初予算 8,080 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 2 0

予算合計 8,082 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010301040103 事務事業名 消防団車両更新事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

基本事業名 01 防災関連施設の整備 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 消防施設費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

消防団車両の更新台数 台 4 6 6 5 5

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団車両 台 4 8 6 5 5

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

更新率 ％ 100.0 75.0 75.0 100.0 100.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

必要な施設や資機材が整う 救急車の整備率 ％ 89 89 89

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 21,100 47,600 46,900 55,600 56,400

千円 0 0 0 0 0

千円 228 272 348 290 290

千円 21,328 47,872 47,248 55,890 56,690

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 21,328 47,872 47,248 55,890 56,690

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

消防団車両は市内の各分団、部ごとに合計９１台配備されている。その全車両を対象にした消防団車両更新計画に基づき、現在は購入から２２年
目を迎える年度に老巧化した消防団車両を更新している。
分団、部に配置されている消防団車両は地域条件等に応じて車種、配備台数が決められている。
（ポンプ車、小型動力ポンプ付積載車、小型動力ポンプ付軽積載車、軽自動車型）
計画に基づき車両を更新することにより車両、積載ポンプの性能が向上し、火災、災害時にはそれまで以上に迅速で、より安定した現場活動を行な
うことが可能となる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 購入から22年目の車両台数

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
車両の更新を図り機動力の向上を目
指す

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

消防団車両更新計画に基づき、老巧化した車
両を更新することにより積載されているポンプ等
の性能も向上し消火能力も上がる。これにより消
防団員の士気も向上し火災現場等で、より迅速
、安全確実な消火活動が可能になっている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

　更新計画により老巧化した車両更新を行った。
・ポンプ自動車　牧園方面隊高千穂分団　１台　　　　　　　　　　　　　　　　
　・小型動力ポンプ付普通積載車　国分方面隊福島部、上川部、横川
　方面隊中央第2分団、溝辺方面隊竹子分団　各1台　　計４台　
・小型ポンプ付軽積載車　隼人方面隊日当山第１分団日当山部
　妙見班　１台　

　合計　6台

定期的に車両を更新することで、車両性能の向上、積載されているポン
プの性能が向上し火災、災害活動時における消防体制の充実・強化が
図られた。
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0109010301040103 消防団車両更新事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧
全分団車両を対象に計画的に更新している。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
定期的に老巧化した消防団車両の更新を行なう事で車両の性能
が向上し、それに伴い積載ポンプの更新も図っている。いつ発生
するかわからない火災災害等で、より安全確実な現場活動を行な
うことが可能になり事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防組織法による。地域の安心安全を守るため、また火災、災
害から市民を守るために消防体制において消防団活動と団車
両は不可欠なものであり、、市が本事務事業を担うことは妥当で
ある。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
消防団車両の維持管理については、消防団で行なっている。
この事業は経過年数により老巧化した消防団車両を対象に計画
的に更新しているものであり向上余地はほとんどない。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
老巧化した消防団車両の更新を行わないと、車両を良好な状態
に保つことができないので、火災や災害出動時に安定した機動
力、消火等が出来なくなり現場活動に支障が出ることが予想され
影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

車両の更新後は、長期間使用することになるため、完成度の高い
、信頼された製品で基準を満たすものでないといけない。なお消
火活動に必要な資機材も積載するため削減は難しい状況にあ
る。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

車両購入関係事務は、消防局警防課で行っいる。
消防団車両更新は地方債、補助金等を活用しているので、事務
は職員以外や委託では対応出来ないので、これ以上の削減や
効率化は図れない状況にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成30年度も消防団車を計画に沿って更新する。更新により車両性能の向上、ポンプ性能の向上を図り、団員が火災現
場等でより迅速で安全確実な現場活動が出来るようにする。又、機関員研修等でポンプ、資機材等の操作訓練を実施して団員
の技能の向上を図る。
・更新予定車両　　ポンプ自動車車　 牧園方面隊牧園方面隊分団中央部、隼人方面隊日当山第2分団松永部　各1台　計2台
小型ポンプ付普通積載車　国分方面隊第１分団姫城部及び第6分団塚脇部、横川方面隊安良分団紫尾田各１台　計３台
合計5台

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

平成31年度も消防団車両を計画に沿って更新予定である。
・更新予定車両
　ポンプ自動車　 隼人方面隊富隈分団真孝部、霧島方面隊中央分団　各1台　計2台
　小型動力ポンプ付普通積載車　　国分方面隊第２分団向花部及び第7分団木原部、隼人方面隊嘉例川分団表木山部
　各１台　計3台　　　合計　5台　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0109010301040103 消防団車両更新事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 144 134 134

0 0

0 0

50 46 46

94 88 88

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 46,980 55,600 56,400

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 124 156 156

28 0 0

47,248 55,890 56,690

0 0

0 0

46,900 55,600 56,400

0 0

348 290 290

計 47,248 55,890 56,690

当初予算 47,872 区分 名称 金額

補正予算 0 地方債 緊急防災・減災事業債 46,900

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 7 0

予算合計 47,879 0

0

0

0

0

合　計 46,900

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040301 事務事業名 消防団運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

基本事業名 03 防災関係機関・団体等と連携した体制づくり 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ Ｓ 24 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 消防組織法・消防法・霧島市消防団設置条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

報酬・費用弁償支給団員数 人 1,165 1,198 1,158 1,200 1,200

会議・研修及び訓練等実施回数 回 131 120 118 120 120

消防団員出動回数 回 28 40 25 40 40

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団員 消防団員数 人 1,159 1,198 1,158 1,200 1,200

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

確保する 新たな消防団員数 人 56.0 50.0 60.0 50.0 50.0

資質の向上を図る 訓練・研修の開催数 回 33 25 28 30 30

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

災害に対処できる組織・体制が整う。 ％ 100 100 100 100

災害に対処できる組織・体制が整う。 消防団員の充足率 ％ 94 97 94 97

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 33,558 31,719 10,621 29,468 25,942

千円 149,674 144,259 137,397 170,490 145,634

千円 183,232 175,978 148,018 199,958 171,576

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 183,232 175,978 148,018 199,958 171,576

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

消防組織法第二十二条により、消防団員は市町村長の承認を得て消防団長が任命することとなっている。現在、本市には市町村合併前の１市６町
から構成される７方面隊の中に３６分団、５０部、７班の分団、部があり定数は１，２３６人である。
消防団員は、火災や各種災害等の出動要請を受け現場に駆けつけ消火活動や常備消防隊（消防局隊員）の後方支援等を行う。
消防団員は通常より新入団員、機関員研修や、規律訓練、操法訓練、海難、山岳救助等の各種訓練に参加し技能、技術の向上を図っている。
なお年間を通じて各方面隊単位の幹部会、市消防団幹部会等で年間の行事を協議し活動している。
消防団員には出動要請活動中の事故に対する公務災害補償制度、通常の疾病、怪我、事故に対応する福祉共済制度、団員宅の火災に対応する
火災共済制度がある。消防団員へは年報酬、出動に応じた費用弁償が支給される。年報酬は階級別に定められており、団員で49,000円である。費
用弁償は火災・行方不明出動で5,000円、訓練・警戒等で4,000円である。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
地域の自主防災組織率
（自主防災組織に加入している世帯／全世
帯数）

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

警防団から消防団へ組織改革されることになり、
各自治体条例の制定等を行い、昭和２４年から
消防団が設置されてる。
その責務は市町村が果たすこととなっている。
近年では市内山間部の人口減、高齢化に伴う
団員不足が生じている地域もある。現在、認知
症の高齢者等の行方不明事案が多く発生して
おり今後は消防団員の捜索出動も多くなること
が予想される。その他、平成２６年２月に国が行
なった消防団装備と服制の基準の見直しに伴
い、今後も予算に応じ整備し各種研修等の充実
を図りたい。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

・定期的に各方面隊幹部会（年約６～７回）、分団定例会等の実施。
・山岳救助訓練（９月）、機関員研修（１０月）
・新入団員研修（６．１０月※救命講習）　
・文化財防火訓練（１月）霧島神宮、鹿児島神宮
・春秋の火災予防週間中の広報、訓練（１１、３月）
・年末警戒（１２月）、出初式（１月）
・独居老人宅訪問による防火指導（６，７，８，９月　女性消防隊）

地域防災の核となる消防団員として、必要な知識の技術等の向上のた
め、新入団員研修、機関員研修ほか各種訓練を実施した。春と秋には
全国火災予防週間に各方面隊で予防広報活動、訓練を通じて防災意
思の向上が図られた。
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0109010201040301 消防団運営事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
消防組織法、市条例により定められている消防団員の確保、資質
の向上を図るために各種研修・訓練を実施し参加させることは、災
害に対処出来る組織・体制が整うことに結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防組織法第一条、第十九条に基づき消防団、消防団員の設置
が義務付けられている。団員の身分取扱については各市町村の
条例で定められており、それに伴う消防団を運営する市が本事務
事業を行なうことは妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
消防団は機能向上のため、常日頃から各種訓練等を実施してい
る。未定数の各分団、部については団員や後援会等で新入団員
の勧誘を図り、ホームページ等で団員募集をしていることで、消防
活動の活性化や消防団組織の充実強化が図られる。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
市民の安心安全が第一であり、地元で発生した火災の初期消火、
災害等の初期対応に欠かせない団体である。地元に詳しく、昔か
ら地域での自主防災組織的な役割も努めてきた消防団を廃止、
休止すると大きな影響があると思われる。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

消防団員も地域によっては人口の過疎化・高齢化により減少傾向
にある。昼間における火災等の人員確保も難しい状況にある。消
防団活動は、捜索等、内容に応じて多数の人員が必要になるため
人員確保が第一であることなど、このようなことからも本事業に要す
る経費は、これ以上削減する余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

火災・災害・人命捜索等は昼夜を問わず発生し、多数の活動人員
の確保が必要になるが、今後も人件費削減に向けて、他の団体と
連携し状況に応じた効率的な活動をして行きたい。消防団の実質
上の指揮は、消防長、消防署長であり消防職員以外に委託はで
きないこと等もありこれ以上の削減や効率化を図ることはできない
。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

消防団は市内全域（７方面隊）に配置されており、市内全域から団
員を募集しており一部に偏っていないことから公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

今年度も消防団員の各種研修、訓練を定期的に実施し技能の向上を図っていく。近年の異常気象による集中豪雨、台風など
予測できない災害の発生が予想される。今後もそのような事態に備えてより一層の消防団員の技能向上に努め、全体的に消
防団の機能の向上を図りたい。普通救命講習の受講など、その他専門的知識のスクルアップに努め、多種多様化する災害に
備えたい。地域防災力を高めるために、女性消防団員、学生消防団員などの勧を通じて、消防活動の活性化図を図ることで
消防団員の入団促進に努めていく。消防団の装備基準に基づいた、活動服など安全性確保の装備計画を作成していく。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

近年の異常気象による集中豪雨、台風、また最近では新燃岳噴火など、これからも予測できない災害の発生が予想されるので、
より一層の消防団員の技能向上に努め、全体的に消防団の機能の向上を図りたい。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0109010201040301 消防団運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 67,873 71,217 71,207

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 2,924 3,624 3,624

7 0 0

8 8,215 26,542 26,542

9 35,488 43,000 37,000

10 0 0

11 1,695 1,618 1,618

1,122 880 880

66 90 90

469 600 600

38 48 48

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 128 143 130

96 130 130

0 0

32 13

0 0

13 0 0

14 552 414 414

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 2,912 25,359 3,000

19 28,231 28,041 28,041

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

148,018 199,958 171,576

0 0

0 0

0 0

10,621 29,468 25,942

137,397 170,490 145,634

計 148,018 199,958 171,576

当初予算 175,978 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 消防団員退職報償金 7,697

0 その他 公務災害補償費（前田分） 2,924

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 175,978 0

0

0

0

0

合　計 10,621

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040302 事務事業名 消防後援会連絡協議会運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

基本事業名 03 防災関係機関・団体等と連携した体制づくり 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 19 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

後援会として参加した事業数 事業 14 20 16 20 20

消防団員が参加する事業 事業 14 20 16 20 20

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

消防団員 消防団員数 件 1,159 1,198 1,158 1,200 1,200

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

団員が新たに確保される 新入団員数 人 56.0 50.0 60.0 50.0 50.0

技能が向上する 各種訓練や操法大会に参加した消防団員 人 1,159 1,198 1,158 1,200 1,200

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

災害に対処できる組織・体制が整う。 ％ 100 100 100 100

災害に対処できる組織・体制が整う。 消防団員の充足率 ％ 94 97 93 97

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 757 757 757 757 757

千円 757 757 757 757 757

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 757 757 757 757 757

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

霧島市消防後援会連絡協議会は、市内の全７方面隊（市内７地区）の消防後援会会長、副会長で組織されている。各地区後援会相互の連絡提携
を密にして、霧島市の消防行政に協力し、霧島市消防団の任務達成において物心両面から消防団員の技能、資質向上、団員募集、勧誘に対する
協力支援している。（消防出初式、消防団操法大会、年末特別警戒等、各方面隊行事の活動を支援する）その協議会の組織運営の事務を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
地域の自主防災組織率（自主防災組織に加
入している世帯／全世帯数）

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成17年11月、旧市町村の合併により霧島市
が誕生したが、消防後援会は旧市町でそれぞ
れ運営されていた。平成19年に旧市町各後援
会の副会長以上による霧島市消防後援会連絡
協議会を発足し、主に市の補助金により運営が
始まる。（７地区の各方面隊後援会長、副会長
で構成）
平成２５年１０月の市行政評価外部評価委員会
で今後は技能や資質向上など更に努力して欲
しい旨意見が出た。現在各種訓練、研修等の充
実に努めており、今後もより充実した後援会活
動等について協議していきたい。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

4月   霧島市消防団総会
 6月　 市消防後援会連絡協議会総会、各方面隊後援会総会
11月　秋季火災予防運動訓練、広報
12月　市消防後援会役員会、年末特別警戒
 1月　 霧島市消防出初式
 3月　 春季火災予防運動訓練、広報

霧島市からの助成金757,000円と７方面隊後援会からの負担金で運営し
ている。
後援会として、消防団員の各種訓練、研修など活動が円滑に行なわれる
様に支援を行っている。また出初式、年末警戒、各種大会等で各分団、
部へ出向き、消防団の活動を支援した。高齢化、過疎化等で団員が不足
しているので団員募集、勧誘の協力も行っている。
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0109010201040302 消防後援会連絡協議会運営事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

今後もこの運営事業についての有効性、効率性など後援会連絡協議会と協議し検証していく。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市内全地域の消防後援会が物心両面から地域の消防団を後援
することで、地域で自主防災組織的な役割を担う消防団に対する
理解がより深まることで、消防団の活動が円滑に行われる。
消防団と地域が結ばれることで、火災、災害時に地域の協力が得
られ消防団運営、活動が充実されることは事業の意図に結びつい
ている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防団は消防長の所轄下にありこれを後援する組織に市が関与
し本事務事業を行なうことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
後援会は地域に密着しており、消防団の地域における活動など相
互の協力で地域活動に奉仕している。なお定数に満たない分団
の新入団員の勧誘、募集などの役割も務めており、充足率向上や
活動が充実するなど成果が向上する余地はある。 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
地域の消防団の支援組織である後援会が無くなると、地域の火災
、災害時の後方支援体制に影響あり、被災者支援や消防団の新
入団員確保など地域での消防団運営における活動低下の影響は
避けられなく影響がある。 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

消防団活動の後援という物心両面が目的であるが現在の状況で
は活動する補助金もぎりぎりの状態である。今後も活動内容につ
いて消防後援会連絡協議会と協議していきたい。現在の状況で
は削減の余地はない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

現在、市後援会事務は消防局警防課消防団係で行なっている。
人件費は削減できない状況にあるが、事務内容については、今後
も後援会と協議していきたい。現在の状況ではこれ以上の削減や
効率化は図れない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内全域（７方面隊）の消防後援会で組織されている。補助金等も
全消防団員が参加する事業へ後援を行っているため、公平である
。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

消防団員は通常から本業の仕事を持ち、火災、災害時の緊急時に出動し消防団活動を行なっている。かねてから各種研修、訓
練（新入団員、機関員、海難救助、山岳救助等）に参加し、普通救命講習の普及活動など、消防団は自ら地域を守るために、市
民への防火指導、特別警戒広報など地域における消防力、防災力の向上に努めている。今後もその活動が円滑に行なわれる様
に後援会一体となり、協力、支援を行なっていきたい。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0109010201040302 消防後援会連絡協議会運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 757 757 757

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

757 757 757

0 0

0 0

0 0

0 0

757 757 757

計 757 757 757

当初予算 757 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 757 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010101040401 事務事業名 応急手当普及啓発事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

施策名 04 防災対策の推進 グループ 救急救助係

基本事業名 04 火災予防・救急・救助活動の推進 内線番号 4511

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 7 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 常備消防費 根拠法令・条例等 応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

指導回数 回 310 350 288 350 350

指導対象人員 人 9,073 10,500 8,892 10,500 10,500

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

霧島市民（中学生以上） 人 109,993 112,300 110,202 112,300 112,300

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

普通救命講習修了者 人 1,122.0 950.0 921.0 1,122.0 1,150.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

救急時に早期に救命救出がなされる 応急手当技術の普及率 ％ 8 10 8

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 238 208 208 194 0

千円 238 208 208 194 0

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 238 208 208 194 0

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

救急救命を行う上で救急隊が到着するまでの間にその場に居合わせた人が適切な応急手当を速やかに実施することの重要性を普及啓発するた
めに、各種救命講習会の開催、また、出前講座等において市民からの要請に対応します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・普通救命講習Ⅰ・普通救命講習Ⅲ（3時間）　団体（事業所等）を対象　平日9時～17時　指定の場所にて開催
・定例普通救命講習（3時間）　個人及び小規模団体（事業所等）を対象　毎月24日　9時～正午　　消防局にて開催
・普通救命講習Ⅲ（3時間）　7月実施予定　　　
・上級救命講習(8時間）　　5月及び１月実施予定
・応急手当普及員講習(24時間）　10月実施予定
・応急手当普及員再講習及び応急手当指導員再講習　6月、10月実施予定

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 霧島市の人口(12歳以上に変更）

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
救急現場に遭遇した時、応急手当が
できるようにする。

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成5年に応急手当の普及啓発活動の推進に
関する実施要綱が制定された為、平成7年から
応急手当普及啓発活動実施要綱を定め、講習
会を開始。講習内容もＡＥＤが追加され、マラソ
ン大会等で除細動器（ＡＥＤ）を使用し社会復帰
事例がマスコミ等で大きく取り上げられた事や震
災等による防災意識向上に伴い、受講者は毎
年増加傾向にある。講習会が開催されている事
自体、知らなかったので、広く周知して欲しいと
の要望があった。ＡＥＤの公共施設への設置状
況や、ＡＥＤの貸し出し事業について質疑があ
った。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

普通救命講習Ⅰ・Ⅲ　　　　　　　　49回　　　　 　 921名
応急手当普及員　　　　　　　　　　　 １回　　    　　 13名
上級救命講習　　　　　　　             2回　　　　　　 46名
応急手当指導員・普及員再講習　　2回              28名　
応急手当講習　　　　 　 　　　　　 171回　　　　5,324名　
出前講座　　　　　　　　 　            68回　　　 　2,647名　　　　
　　　　　　　　

昨年比で講習回数、受講者数ともにやや減少した。
受講希望の多い上級救命講習（8時間講習）については、年2回開催へ
変更し定員以上の受講があった。
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0109010101040401 応急手当普及啓発事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

☐

■

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？ 市民が救急隊に引き継ぐまでの間に、応急手当を正しく行える対
象者が増加することで、連携した救命活動が期待でき、救命率の
向上につながるので結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 市民の生命・安全を守る上で、応急手当の普及啓発活動の推進

に関する実施要綱に基づき実施することは重要・肝要であることか
ら、市が本事務事業を実施することは妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 出前講座等の短時間講習等で、応急手当ての必要性を広く市民
に周知させ、しっかりと体得できる３時間の普通救命講習会等を推
奨していくこと、また情報媒体等を活用した啓発活動で対象者数
を増やすことで、救命率の向上が期待できる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？ 応急手当普及啓発事業は、市民の生命に直結するものであること
から廃止・休止はできない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等 日本赤十字社（有料）

 類似の事業はない
日本赤十字社の行う講習は有料であり、また各種救命講習会の
内容も異なることから、統合又は連携はできない。 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 資器材は現在も不足の状況にあり、また頻繁に使用するため、消

耗も激しい。成果を上げるためには機材整備を継続的に行わなけ
ればならず、削減の余地はない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

応急手当指導員(医師、看護師等）や応急手当普及員(一般の人
で24時間の受講）の講習受講者に協力をいただき、講習会場に
派遣することで、消防吏員の勤務時間削減は可能であるが、指導
員・普及員への費用弁償等も考慮する必要がある。指導員・普及
員への費用弁償については設定していないが、職員の人件費より
高くなる可能性あり。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 各種講習会受講対象者は、中学生以上の市民誰でも参加でき、

応急手当を受ける対象者もすべての受益者であることから、公平
である。 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・本事業としては、各種救命講習の普及啓発活動をこれまでも積極的に実施していることから継続して取り組んでいく。
・消防団員を対象とした普通救命講習会を実施することにより、より救命率の向上を図れるよう取り組む。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

・応急手当普及員講習会を通じ、指導的立場の市民を増やし事業所等での普及啓発活動を促す取組み。
・ＡＥＤの貸し出し事業を積極的に広報し、事業所等への設置推進を促す取組み。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0109010101040401 応急手当普及啓発事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 208 194 0

169 169

0 0

0 0

39 25

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

208 194 0

0 0

0 0

0 0

0 0

208 194 0

計 208 194 0

当初予算 208 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 208 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010101040403 事務事業名 救急・救助活動事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

施策名 04 防災対策の推進 グループ 救急救助係

基本事業名 04 火災予防・救急・救助活動の推進 内線番号 4511

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 7 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 常備消防費 根拠法令・条例等 消防組織法、消防法、消防力の整備指針

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

救急件数 件 6,059 5,900 6,247 6,200 6,200

救助件数 件 85 70 91 70 70

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

救急現場における傷病者 人 5,595 5,450 5,769 5,450 5,450

救助現場における傷病者 人 30 50 36 50 50

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

充実した観察及び処置がうけられる。 応急処置を受けた人員 人 5,595.0 5,450.0 5,769.0 5,450.0 5,450.0

安全かつ早期に救出される。 救助現場から救助された人員 人 30 50 36 50 50

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

救急時に早期に救命救出がなされる 応急手当技術の普及率 ％ 8 10 8

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 3,184 3,135 2,910 3,167 3,167

千円 3,184 3,135 2,910 3,167 3,167

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 3,184 3,135 2,910 3,167 3,167

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

救急業務を行う上で、必要な消耗品を整備することにより、市民を救命し、苦痛の軽減や症状の悪化防止を図ることができる。また、隊員の感染予
防も必要。詳細については、感染防護衣（救急隊員の感染症予防）、各種観察用モニター付属品等（傷病者の観察用）、気道確保資機材、薬剤、
心電図パッド等（傷病者の応急処置）などがある。また、傷病者の救命率の向上や後遺症の軽減及び地域医療支援など早期医療介入を目的とし、
平成23年12月26日から鹿児島県ドクターヘリが運航を実施している。
救助業務を行う上で、必要な消耗品を整備することにより、市民を各種災害から早期に安全に救出することができる。詳細については手袋、ゴーグ
ル、ヘッドライト（救助隊員の安全管理）、ロープ（隊員の安全確保並びに要救助者の救出）などがある。また、救助技術訓練や緊急消防援助隊活
動、様々な訓練等の参加や日頃より訓練を行うことにより、隊員個々のスキル向上が図られ、迅速確実な現場活動、安全管理を図ることができる。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
市民及び霧島市内で発生した救急現場にお
ける傷病者

イ
市民及び霧島市内で発生した救助現場にお
ける傷病者

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

昭和３８年消防法改正に伴い、消防業務の中に
救急業務が明文化された。消防局の前身である
国分地区消防組合に昭和４２年救急車を配備し
救急業務を開始した。救急業務において、患者
観察装置を使用しての観察方法、救急救命士
による救命処置など応急処置法が充実してきた
。救急業務、救助業務において市民から感謝の
念が寄せられている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

応急処置消耗品　　  　　55個
観察用消耗品　　　　　 　13個
感染予防消耗品　　 　 　17個
緊急消防援助隊九州ブロック合同訓練（佐賀県）　　　  　7名
第40回全国消防救助技術大会（水上の部）出場　　　　　3名
鹿児島県ドクターヘリ負担金　

年々増加する出動の中で、救急救助活動に対する消耗品を整備すること
で、市民への救命活動に早期対応ができた。
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0109010101040403 救急・救助活動事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

☐

■

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
年々増加する救急・救助出場において、市民を救命し、苦痛の軽
減や症状の悪化防止を図る活動を行う上で、消耗品を整備するこ
とにより、あらゆる災害から市民を早期・安全に救出・救命すること
ができる。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

消防法第二条九にある、緊急に搬送する必要があるものを、救急
隊によって医療機関、その他の場所に搬送することの目的を達成
するため、また、消防法第三十六条二にある人命の救助を行うこと
を達成するためには、市が本事務事業を行うことは妥当である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
救急救命士を増員（資格者を増やす）することと、救助隊員の専従
化、様々な資器材の整備により成果の向上が期待できる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
あらゆる災害から市民の生命身体を守ることができなくなることで
支障が出て、消防組織法第一条及び消防法第二条九の目的を達
成できないことから、廃止・休止はできない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

本事業に要する費用は、人命を守るための救急救命活動や、あら
ゆる災害現場において救出・救助活動に直結するものであり、削
減の余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

多種多様化する災害に対し、迅速かつ安全な現場活動を行い尊
い生命を守るためには、災害現場を想定した各種訓練等を行って
いる専門職が対応しなければならず、職員以外や委託による活動
は不可能であり、削減余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

対象である救助を要する市民、または救急処置・搬送を必要とす
る市民または国民の全てが受益者であり、受益者を限定していな
いため公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・多種多様化する災害、高度化する救急救命処置に対応すべく、様々な訓練への参加や局内訓練を重ね人材育成を図り、資機
材整備に努める。
・30年度は鹿児島県内で大規模災害を想定した緊急消防援助隊九州ブロック訓練が2日間にわたり実施され県内消防本部及び
九州各県の消防本部との連携協力体制の強化、見直しを図る。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

・引き続き救急、救助資機材の整備及び人材育成に取り組み、市民の救命率の向上、苦痛の軽減、症状の悪化防止に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0109010101040403 救急・救助活動事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 761 938 938

10 0 0

11 1,686 1,686 1,686

1,600 1,600 1,600

0 0

0 0

86 86 86

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 224 267 267

23 65 65

0 0

0 0

201 202 202

13 0 0

14 34 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 205 276 276

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,910 3,167 3,167

0 0

0 0

0 0

0 0

2,910 3,167 3,167

計 2,910 3,167 3,167

当初予算 3,135 区分 名称 金額

補正予算 ▲ 129 0

▲ 129 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 6 0

予算合計 3,012 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

補正第6号

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0109010201040501 事務事業名 女性防火クラブ運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 喜聞　浩志

施策名 04 防災対策の推進 グループ 消防団係

基本事業名 05 防災知識の普及啓発 内線番号 4510

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 09 消防費 ■ H 18 年度～）

項 01 消防費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 非常備消防費 根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

防火研修会等活動回数 回 5 5 5 5 5

防火研修会等活動クラブ員数 人 161 144 144 160 160

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

女性防火クラブ員 女性防火クラブ員数 人 161 144 144 160 160

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

防火に関する知識、技術を習得する。 防火研修会等活動クラブ員数 人 161.0 144.0 144.0 160.0 160.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

％ 81 81 81 81

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 455 486 416 437 437

千円 455 486 416 437 437

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 455 486 416 437 437

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

市内にある国分地区内の女性防火クラブ１５団体に補助金を交付し運営を補助する。各クラブでの活動をとおして防災意識の高揚を図り地域自治
会、消防団と協力（年末警戒、火災予防週間時に火災予防広報、地区運動会時に子どもたちと一緒に防火ＰＲ、地区子ども会への防火教室、火災
現場等での水分補給等の支援）し、火災予防の推進を図っている。なお消防局での応急手当講習でＡＥＤと心肺蘇生法を組み合わせた救命措置
等を受講しクラブ員の救命技能や資質の向上に努めている。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
防災に対する正しい理解を深め、対応
力を高める。

防災に対する意識向上がなされた市民の割
合

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

市民の共生、協働の精神に基づく自主的な防
火防災活動を行う事により、火災その他災害に
おける被害の軽減、防止を図ることを目的とする
。防火、救命知識の普及、防火広報等の活動を
実施している。
近年、社会情勢や生活環境の変化によりクラブ
員が減少傾向にあるなかで、クラブ員は現在、
消防局で実施する応急手当講習等を受講し救
命措置等の技能の習得を図り、その他防災関
係機関への研修視察等を行い防災知識の向上
に努めている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

○火災予防活動（毎月）
　６月　霧島市女性防火クラブ総会
　７月　霧島市女性防火クラブ視察研修
１１月　秋季全国火災予防運動に伴う火災予防広報等
１２月　年末特別警戒参加
　１月　霧島市消防出初式（パレード参加）
　３月　春季全国火災予防運動に伴う火災予防広報等

平成29年度は婦人防火クラブに運営補助金として１団体17,000円を
１５団体に支出した。年間を通じ火災予防活動をされ、年末警戒など地
元消防団と協力して火災予防広報等を、地域と連携して行い防火・防災
意識の向上に努めた。
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0109010201040501 女性防火クラブ運営事業
副市長

消防本部警防課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
各地域に密着した女性防火クラブ員が自主的に防火活動に参加
したり、救命講習等を受講し技能の向上を図ることは防災に対す
る正しい理解を深める事になり、火災や災害時における後方支援
活動等に威力を発揮することは事業の意図に結びついている。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

女性防火クラブ員が各地域で自主的に防火防災意識の向上のた
めに活動し、火災予防知識、救命技術の習得をする活動等に市
が関与し本事務事業を行なうことは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
地元消防団との協力連携を図ることにより、より充実した活動が出
来ることが期待される。現在、クラブ員は消防局での応急手当講
習を受講したり防災関係機関への研修視察等に参加し、技能や
知識の向上に努めている。このようなことから今後も成果の向上が
期待される。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
各地域に密着した活動を実施されているので地域、自治会組織
での防火意識の向上、啓発推進という面でも影響が出ると考えら
れる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

補助金は、これ以上は削減出来ない状態である。自主財源(会費
等)による運営も厳しい状況にあり、今後の活動を支援するため少
しでも補助金の増額が必要であると思われる。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

現在、事務局は消防局警防課で行ない、保険料、補助金交付関
係、研修企画等の事務を行なっている。現在、活動の活発化が図
られているところでもあり、これ以上の削減や効率化は図れない状
況にある。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市内の地域に密着した女性防火クラブが少ない助成金で自主的
に防火に関する活動を行うことにより、地域全体の防火意識の向
上につながっており公平である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

防火予防活動に日々努めて地域全体の防火意識の向上を図っている。今後も防災関係機関の研修視察、応急手当講習受講等
の普及を図り、防火、救命知識技能の向上を図っていきたい。また霧島市の各種行事等に参加し、防火活動をＰＲしていただきな
がら活動の幅を広げ、クラブの活性化を図っていきたい。大規模災害時における後方支援活動等についても、研修会を実施し意
識の向上に努める必要がある。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

今後も地域に密着した火災予防活動を実施していただきながら活動の幅を広げ、地元消防団、自治会等と連携協力して地域の
防火防災意識の向上、クラブの活性化を図っていきたい。又、火災や大規模災害時における後方支援活動等についても、研修
等を通じて地域防災力の向上を図っていく必要がある。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0109010201040501 女性防火クラブ運営事業
担当部 副市長

担当課 消防本部警防課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 115 128 128

0 0

0 0

0 0

115 128 128

13 0 0

14 46 54 54

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 255 255 255

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

416 437 437

0 0

0 0

0 0

0 0

416 437 437

計 416 437 437

当初予算 486 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 486 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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